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法 改 正 情 報 （改正があった労働・社会保険関連法や人事労務管理のポイントです）

※掲載内容についてもっと詳しくお知りになりたい場合などお気軽にご連絡ください。

山口労務経営管理事務所 3月号
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● 10月から常時50人を超える企業の社保険適用拡大となります ― 厚生労働省がQ&Aを公開

今年の10月から、④の特定適用事業所の企業規模要件が、使用される厚生年金保険の被保険者の総数が常時

100人を超える企業から常時50人を超える企業に拡大されるため、所定労働時間または所定労働日数が通常の労

働者（正社員）の４分の３に満たない短時間労働者でも、

①１週の所定労働時間が20時間以上であること、

②所定内賃金が月額8.8万円以上であること、

③学生でないこと、

④特定適用事業所に使用されていること、

という要件を満たせば、健康保険と厚生年金保険の被保険者になります。

厚生労働省によるＱ＆Ａが公開されました。該当事業所につきましては、下記をご確認ください。

1. 「被保険者の総数が常時50人を超える」とは、どのような状態を指すのか。どの時点で常時50人を超えると判断

することになるのか？（厚生労働省Ｑ＆Ａ「問９」 ）

■ （答）「被保険者の総数が常時50人を超える」とは、

① 法人事業所の場合は、同一の法人番号を有する全ての適用事業所に使用される厚生年金保険の被保険

者の総数が12か月のうち、６か月以上50人を超えることが見込まれる場合を指します。

② 個人事業所の場合は、適用事業所ごとに使用される厚生年金保険の被保険者の総数が12か月のうち、６

か月以上50人を超えることが見込まれる場合を指します。

2. 特定適用事業所に該当した適用事業所は、どのような手続が必要になってくるか？（厚生労働省Ｑ＆Ａ「問

10」 ）

■ （答）特定適用事業所に該当した場合は、

① 法人事業所の場合は、同一の法人番号を有する全ての適用事業所を代表する本店又は主たる事業所か

ら、事務センター等へ特定適用事業所該当届を届け出ることになります（健康保険組合が管掌する健康保

険の特定適用事業所該当届については、健康保険組合へ届け出ることになります。）。

② 個人事業所の場合は、各適用事業所から、事務センター等へ特定適用事業所該当届を届け出ることにな

ります（健康保険組合が管掌する健康保険の特定適用事業所該当届については、健康保険組合へ届け

出ることになります。）。

■ 【厚生労働省「短時間労働者に対する健康保険・厚生年金保険の適用拡大Ｑ＆Ａ集（令和６年10月施行分)）】

https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T240124T0010.pdf
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11日

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便局または銀行］

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞［公共職業安定所］

15日

○ 個人の青色申告承認申請書の提出＜新規適用のもの＞［税務署］

○ 個人の道府県民税および市町村民税の申告［市区町村］

○ 個人事業税の申告［税務署］

○ 個人事業所税の申告［都・市］

○ 贈与税の申告期限＜昨年度分＞［税務署］

○ 所得税の確定申告期限［税務署］

○ 確定申告税額の延納の届出書の提出［税務署］

○ 財産債務調書、国外財産調書の提出

○ 総収入金額報告書の提出［税務署］

29日

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の提出［公共職業安定所］

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定所］

○ 個人事業者の消費税の確定申告期限［税務署］

※掲載内容についてもっと詳しくお知りになりたい場合などお気軽にご連絡ください。

 3月の税務と労務の手続 （提出先・納付先）

 トピック （最近の記事の中から労務管理上注目すべき情報を抜粋しました）
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● 中堅企業の賃上げ 重点支援（2/17）

政府は16日、産業競争力強化法の改正案を閣議決定した。従業員2,000人以下の企業を「中堅企業」と定義し、賃上げ等の

重点支援を行う。これまで大企業と同等に扱われ、中小企業と比べて税制面での支援が手薄だったが、設備投資減税や法人

税の減税により成長の後押しをし、経済の底上げと賃上げ拡大につなげる。年内の成立、施行を目指す。


